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研究の概要 
東日本大震災を契機として福島県では原子力災害という未曾有の災害を経験し、この災害は 

人文・今なお進行中である。本研究プロジェクトは福島県の原子力災害被災地の復興過程でお 

こる社会科学的問題、理学的問題を広く調査している。この調査結果から災害からの復興過程 

を詳細に把握し、未来の災害に備えるための「震災復興学」の確立を目指している。 

研 究 分 野：災害科学、地理学、経済学、社会学  

キ ー ワ ー ド：東日本大震災・災害復興・原子力災害 
１．研究開始当初の背景 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災
は我が国に甚大な被害をもたらし、福島県で
も 1,817 人の死者・行方不明者を出した。ま
た、東京電力福島第一原子力発電所事故によ
って浜通り地域などの住民は長期避難を余
儀なくされた。震災から 1 年半が経過した
2012 年 10 月の時点で、福島県内に 99,000
人、福島県外に 59,000 人、合計 158,000 人
の福島県民が避難している。東南アジア各国
やバルト海沿岸の国々でも原発建設が進め
られているが、事故発生時の避難方法など緊
急対応計画は未整備である。これから、住民
啓発や発災時の緊急避難計画などの整備が
急務である。 
 
２．研究の目的 
原子力災害による社会的課題を捉える際

に、最も大きな問題は生活者視点の一次資料
不足である。質的調査を 科学的に検証でき
る規模で行い、後世に残し災害に対する重要
な知見を得る資源としていくことを本研究
プロジェクトの目的の一つとする。さらに線
量モニタリングなどのデータも合わせて避
難している住民の帰還に資する災害復興モ
デルを提示する。 
 
３．研究の方法 
 産業復興、地域計画、地域コミュニティ、
災害予測・防災の 4 つの観点から福島県およ
び国内外のデータを広く集め、最終的に震災
復興学を確立する。調査においては聞き取り
調査など被災者の目線を重要視している。 
４．これまでの成果 

●産業復興の視点 
(1)主に福島県内での第 2 次産業・第 3 次産業
を対象に、地域ごとの被害状況ならびに復興
状況を把握し、地域ごとの特徴を明らかにし
つつある。(2)過去甚大な被害を受けた被災地
での産業復興プロセス明らかにした。それを
元に、(3)復興過程のモデルを試作し、国際会
議等で発表している。 
 
●地域計画の視点 
(1)広域的・長期的な避難生活を送る福島県民
の居住地移動を継続的に捉えるとともに、(2)
従前地への帰還に適用可能な地域計画技術
の構築を進めている。 
 
●地域コミュニティの視点 
(1)避難生活の長期化による避難生活者を取
り巻く人間関係や行政機関等との関係性の
変化、(2)それが避難生活者の生活再建にかか
る意思決定や各種取組の具現化といった生
活に及ぼす影響についてインタビューやア
ンケート調査を中心に社会構造的な解明を
進めている。 
 
●災害予測・防災の視点 
(1)福島県ならびにその周辺地域で今後発生
が予測される自然災害とその被害の想定を
進めている。(2)世界の巨大災害発生地域の研
究者と災害復興のあり方についての情報を
収集した。(3)東日本大震災の被災者が自然災
害や放射能に関する正しい知識を持って復
興の防災・放射能教育などを行っている。 
以上述べた 4 つの視点からの研究成果は次

のように位置づけられる。世界的に災害復興
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の考え方としては、被災前の状況に戻すので
はなく、より良い状況に改善して復旧・復興
をおこなうという考え方が浸透し、これは
BBB（Build Back Better）と呼ばれている
（ Mannakkara and Wilkinson 、  2014; 
Mimura、2015）。BBB の考え方は社会的、
環境的、経済的に被災前よりもさらに回復力
のある地域を創るための方法として Roberts
（2000）、Clinton（2006）、Khasalamwa
（2009）が定義している。さて、BBB の視
点に基づく研究は多数存在している。例えば、
Lyons（2009）は、2004 年のインド洋大津波
で被災したスリランカの住宅再建について
検討した。Fan（2013）はインド洋大津波被
災地のインドネシア、スリランカおよび 2008
年にサイクロンによる被害を受けたミャン
マー、さらに 2010 年に大地震に見舞われた
ハイチを事例に BBB にかかわる人々の社会
的役割について明らかにした。他方、東日本
大震災については BBB の考え方に基づき、
記載・分析し、国際的に情報発信が徐々にさ
れつつあるが十分ではない。このことは
AAG2014 大会や国際地理学会議、アジア地
理学会議などの場でいわゆる「フクシマセッ
ション」が満席になることからも裏付けられ
る。報道として東日本大震災は国際的に十分
に認知されているが、研究対象としての東日
本大震災からの復興はまだまだ不十分であ
り、国際的アカデミズムの中では研究成果が
渇望されている。 
本研究プロジェクトは研究分担者の藤本

准教授をセッションコンビーナとして
AAG2014 大会で福島の復興に関する科学的
見地からの報告を行った。さらに各研究分担
者は国際会議に積極的に参加し、震災復興の
様子をそれぞれの専門の立場から発表して
いる。さらに、米 Routledge 社と出版契約を
結んでおり、2 冊の本が現在編集作業中であ
る（2016 年度出版予定）。以上のようなこと
から本研究プロジェクトは国際的に広く認
知されつつあり、研究成果のインパクトは小
さくはない。学術的価値としては人類がほと
んど経験したことのない原子力災害からの
復興についてさまざまな見地から検討を行
っており、研究分担者が持つそれぞれの専門
分野の中で高い価値を持つ。例えば地理学の
分野では包括的に東日本大震災からの復興
を取り扱った研究はまだまだ数が少なく質
的・量的に十分ではない状況である。そのよ
うな中で本研究プロジェクトは他の災害や
公害との比較・検討からの復興モデルの構築
も含めて研究を推進しており学術的価値は
高いと考えている。 

５．今後の計画 
本研究プロジェクトの最終目標である「震

災復興学の確立」は 4 つの視点からの研究成
果を統合し、国内外へ情報発信しつつ達成さ
れる。現在 4 つの視点での最終成果をまとめ
ているいる。震災復興学の確立に向けての議
論は年に 6～12 回開催している定例研究会、
合宿研究会、現地検討会などですでに議論を
始めている。また、これまで行ってきた研究
報告会、ワークショップ、シンポジウムの中
でも議論してきた。研究代表者である山川は
各研究チームの成果をとりまとめ、本研究プ
ロジェクトに参画している全研究者と意見
交換しながら、最終的に「震災復興学」を確
立する。この成果は日本語とともに英語でも
情報発信し、被災直後の福島で始めた研究プ
ロジェクトだからこそ得られた研究成果を
世界に発信する。国際的には福島の原子力災
害に関するアカデミックな議論が震災 5 年を
経てなお、強く求められており、本研究プロ
ジェクトの成果は高い学術的インパクトと
独自性を誇ることができると考えている。 
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